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　労働基準法第89条では、労働者に食費、
作業用品その他を負担させる場合、それ
について就業規則に記載する必要がある
と定めています。従ってテレワーク時の通
信費や光熱費などを労働者に負担させる
場合は、「在宅勤務時の水道光熱費、通信
費等は労働者の自己負担とする」のように、
就業規則やテレワーク勤務規程に明記し
ます。一般的にテレワークの頻度が週２日
以下の場合、在宅勤務時の光熱費等は労
働者の自己負担とする場合も見られます。

しかし、テレワークの頻度が週３日以上と
なる場合は、「在宅勤務手当」のような形で
会社が一定の額を支払う場合が増えてき
ています。最近は、テレワークの頻度が高
い労働者には自宅のテレワーク環境整備
のための一時金（チェアやデスクの購入費
など）を支給する企業も出てきています。 
　労働者が納得して働けるよう、費用負
担については労使で話し合い、テレワー
クをする労働者にも周知しておくことが大
切です。 
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労働者に在宅勤務手当を支給するとし
たら、いくら位が適切なのでしょうか？

下図【参考】は某社の試算による「水道
光熱費手当の計算例」です。
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 不公平感やコミュニケーション不足を理
由に、テレワークの実施を嫌がる管理職も
います。これらの課題は、そもそもオフィス
内でのチームワークやコミュニケーション
に問題があった場合も多く、それがテレ
ワークによって表面化した例も少なくあり
ません。 

　テレワークの実施は、チーム運営改善
のチャンスととらえ、部下の取り組みは積
極的に応援しましょう。 
 なお、テレワーク実施時の人事評価の詳
細については別冊「テレワーク活用推進
マニュアル③人事評価編」を参照してくだ
さい。 

　テレワーク導入により高い効果を得る
ためには、導入時の研修が重要です。
　 研修は、テレワークの実施者に限らず

上司や同僚にも受講してもらう必要があ
ります。導入時に必要な研修は以下の3
種類です。 

前項でご紹介した研修のなかで、なかな
か実施が難しいのが「ＩＴスキルを高める
研修」です。テレワーク導入とともに、新し
く利用するツールが増えることで、使い
方がよくわからない、今までのツールか
ら切り替えるのが面倒など、労働者の負
担が増す可能性があります。実際に、せっ
かくツールを導入しても10個の機能のう
ちの1つか２つしか使っていない、という
ような例もよくあります。 

 実際のPC操作を学べるハンズオンの研
修を開催したり、動画などでわかりやすく
操作方法が学べるeラーニングコンテンツ
を作成したりするなど、ＩＴ弱者を取り残さ
ないような丁寧な対応を心がけましょう。 
 場合によっては年齢層別に開催する、
教える機能を絞って研修を行うなどなど、
比較的ＩＴが苦手な中高年層の負担に
ならないプログラムを作ることもお勧め
です。 
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参考資料
◆ テレワークにおける適切な労務管理のためのガイドライン【厚生労働省】

◆ テレワークモデル就業規則～作成の手引き～【厚生労働省】

◆ 情報機器作業における労働衛生管理のためのガイドライン【厚生労働省】

◆ テレワーク導入のための労務管理等Q&A集【厚生労働省】

◆ テレワークセキュリティガイドライン（第4版）【総務省】

◆ 中小企業向け　テレワークセキュリティの手引き（チェックリスト）【総務省】

◆ テレワーク関連ツール一覧【日本テレワーク協会】

https://www.mhlw.go.jp/content/000553510.pdf

https://www.tw-sodan.jp/dl_pdf/16.pdf
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https://japan-telework.or.jp/wordpress/wp-content/uploads/2020/05/Telework-related-tools-list-5.0.pdf

導入支援策
◆ テレワーク相談センター【厚生労働省】

◆ テレワークマネージャー相談事業【総務省】

◆ 働き方改革支援員の派遣によるハンズオン支援【北海道】

◆ 専門家派遣事業【北海道】

◆ 働き方改革のためのテレワーク導入モデル【総務省】（下のページからダウンロード）

◆ テレワークではじめる働き方改革【厚生労働省】（下のページからダウンロード）

◆ 地域企業に学ぶテレワーク実践事例集【総務省】

◆ 企業の在宅勤務制度導入事例【北海道】

◆ テレワークにメイド・イン北海道の技術を活用したい【北海道】

https://www.tw-sodan.jp/

https://teleworkmanager.go.jp/
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 少子高齢化が進むなか、人材確保は難しくなってい
く一方です。会社の更なる発展のためには優秀な社
員が必要ですが、もともと弊社は女性社員が多く、今
までも結婚・出産などのライフイベントによる離職者
が出ていました。 
　特に数年前には配偶者の転勤に伴い退職した優秀
な社員がおり、「テレワーク制度があれば、遠隔地で
の雇用が継続できたのに」という思いがありました。
会社の考えを理解し、成長してきた人材がライフスタ
イルが変化しても働き続けられる制度にしたいと、テ
レワークを導入しました。 

株式会社 三恵

本 社 所 在 地
主 た る 事 業
従 業 員 数
設 立

東京都世田谷区太子堂2-16-6
アパレルの小売業・通信販売業
66名 
1953年

テレワーク導入の目的

柔軟な雇用形態を会社の
文化として取り入れたい 

　三軒茶屋と桜の拠点はGoogle Meetで常につな
ぎ、お互いにすぐに声を掛けられるようにしていま
す。会議はもちろん、毎日の合同朝礼もオンラインで
実施しています。 
 仕事をするうえでの報告・連絡・相談はチャットツー
ルのSlackを使っています。テレワークをするように
なったことで、ますますコミュニケーションの重要性
が高まっていると感じています。

コミュニケーション上の工夫

拠点間を常時つないで合同朝礼

 もともと三恵にはコミュニケーションを大切にする
文化があり、各社員が自己紹介を記した、自身の「取
扱説明書」を作成しています。それを活用すること
で、上司や同僚とお互いを分かり合えるような仕組
みを作ってきました。 
　しかし、コミュニケーションの中心がオンラインに
なったことで、社員同士がお互いを理解しあう機会
をもっと増やす必要があると感じています。
　今後は経営層が社員と直接面談をして、社員のこ
とを深く知り、会社の理念等を伝える機会を持つこ
とを計画しています。 
 評価については、社員の「目標管理」の単位を1年
ごとから3か月ごとに変更。社員が掲げた3つの目標
への取り組み過程を、1か月ごとにリーダーと面談・
確認することで、管理職が進捗を細やかに把握でき
るようにしました。評価制度についてはまだまだ試
行錯誤のところもありますが、、コミュニケーション
の充実との両輪でより良いものにしていきたいと思
います。

人事評価の工夫

目標管理スパンを短くして、 
取組の「見える化」を促進 

 最初はＥＣ部門の育児期の社員の利用からスタート
しましたが、コロナ禍の緊急事態宣言中は、社員の安
全確保のため、公共交通機関で通勤する社員は全
員、店舗勤務の社員も含めて完全在宅勤務を実施し
ました。 
 ９月からは隔日在宅勤務に切り替え、11月からは三
軒茶屋と桜(世田谷区内)の２ヵ所のオフィスで勤務を
しています。 

テレワーク実施状況

社員の安全確保のために完全在宅勤務 
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